
重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち 
事 業 名 

事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

男女共同参画センタ

ー指定管理料（ファ

ミリーサポートセン

ター） 

 

福祉部 

〈子育て支援課〉 

 

 

9,600  

      (9,600） 

 

 

 

 

勤労者が仕事と育児を両立し、安心して働くことができる環境づくりを推進

するため、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人を登録し組織化

した「ファミリー・サポート・センターみやざき」を指定管理により運営しま

す。 

 

○主な事業内容 

 ・会員登録 

 ・育児援助者養成講習(年3回) 

 ・会員ニュース発行 

 ・活動推進協力者会議開催(月1回) 

 ・会員交流会  など 

 

○指定管理者 

 ・きらきら参画プロジェクト 

〔指定期間：平成27年12月～平成31年3月〕 

 

ファミサポ多子・ 

ひとり親世帯支援 

事業 

 

福祉部 

〈子育て支援課〉 

 

 

470  

(450) 

 

仕事と子育ての両立を支援するため、多子世帯の会員が第 3 子以降の子ども

を預ける場合、又はひとり親世帯の会員が子どもを預ける場合、援助会員に支

払う報酬の一部を助成します。 

 

○主な事業内容 

 ・対象者 ファミリー・サポート・センター依頼会員のうち、所得が 

児童手当支給水準以下の多子世帯会員、ひとり親世帯会員 

 ・補助額 活動1回当たり1時間ごとに報酬から所得水準に応じた 

      自己負担額を差し引いた額(上限1回2時間・年度80時間) 

 

 

 

 

依頼会員 

事前打ち合わせ 
報酬の授受 

登録 

援助依頼 

援助会員 

ファミリー・サポート・センター 

援助活動 

援助会員紹介  依頼会員紹介 

活動報告 

-256-



重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

シルバー人材 

センター助成事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 

 

7,338  

 (7,088) 

 
 

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材センターの

健全な運営を支援するため、運営費の補助を行い、高齢者の臨時的かつ短期的

就労機会の確保を図ります。 

 

 

認定職業訓練助成 

事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 

経済力 

 

 2,880  

(2,700) 

 

 

優れた熟練技能を次世代へ継承するため、職業訓練法人宮崎職業訓練協会が

宮崎高等技術専門校で行う職業訓練課程に対し助成するとともに、認定職業訓

練を受けさせた事業主に対し補助金を支給します。また、技能競技大会出場者

に対して支援を行い、地域産業の担い手育成を図ります。 

 

○事業内容 

 ・認定職業訓練事業補助       

 ・認定職業訓練企業者補助        

 ・技能五輪全国大会等出場者激励金  

 

中小企業退職金 

共済加入促進補助 

事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 

5,300  

(5,800) 

 

 

中小企業勤労者の福祉の増進や中小企業の振興のため、公的退職金共済制度

に従業員を加入させた事業主に対して掛金の一部を助成し、事業主の負担軽減

と公的退職金制度への加入促進を図ります。 

 

○事業内容 

・補助対象者 従業員を中退共・特退共に新規又は追加で加入させ、1 人当  

たり掛金を5,000円以上納付した事業主 

・補  助  額  従業員1人当たり5,000円(1回限り) 

 

青少年プラザ 

指定管理料 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 

 

260  

(260) 

 

 

 

 指定管理者制度を活用して、勤労青少年の健全育成を図るため、青少年プラ

ザにおいて、教養や資格取得などの各種講座の開催やクラブ活動の支援などを

行います。 

 

○青少年プラザ指定管理 

指定管理者 宮崎市社会福祉事業団・シルバー人材センター共同体 

指定期間 平成28年4月～平成33年3月 

※ 北部老人福祉センターとの複合施設 

 

 

 

就職マッチング 

推進事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 
 

経済力 

 

 

2,150  

(2,150) 

 

 

就職支援の強化と産業の活性化のため、業界ニーズに即した人材を育成する

講座や、地元企業への就職を促進する就職説明会などを開催することにより、

本市の産業を支える人材を育成し、求職者の地元定着を図ります。 

 

○事業内容 

・地域産業人材育成支援事業 

・企業と学校(進路指導担当者)との情報交換会 

・企業合同就職説明会 
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重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

高齢者就業機会 

拡大事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 
 

 

4,800  

(4,800) 

 働く意欲のある高齢者が、安心して働ける場を確保するため、シルバー人材

センターが行う、高齢者の就業機会拡大の事業を補助し、臨時的かつ短期的就

業の場の拡大を図ります。 

 

 

女性の就労支援事業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 

 

経済力 

地方創生 

 

 

3,400  

(3,400) 

女性の就労を促進するために、結婚や出産等で一旦離職した女性求職者を対

象に、セミナーを開催し、再就職を支援します。 

 

 

 

 

 

 

みらい・ときめき 

ワークライフ推進事

業 

 

観光商工部 

〈商業労政課〉 
 

経済力 

地方創生 

 

 

 

30,380  

 

 若者の地元定着や都市部からの人材還流を促進するため、スマートフォンア

プリをプラットホームに宮崎の魅力あるワーク・ライフを効果的に発信すると

ともに、各種プロモーションイベントを開催し、若者の意識啓発と移住の動機

付けを図ります。 

 

○主な事業内容 

 ・20do成人式連携イベント開催 

 ・20do大都市圏イベント開催 

 ・20do体験型進学就職イベント開催 

 ・20doアプリの運用管理、及びプロモーションブック等の作成 
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重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

企業誘致促進事業 

 

観光商工部 

〈工業政策課〉 

 

経済力 

 

 

 

407,380  

(387,000) 

 

 

 

 

 

 

 産業の振興及び雇用の拡大により地域経済の活性化を図るため、企業訪問や

各種展示会への出展等を通じ企業誘致活動を展開するとともに、立地した企業

に対して各種助成金を交付し、企業の立地を促進します。 

 

○事業内容 

 

・企業立地奨励金交付事業             400,000 

名称 予算額 内容 

立地企業助成金 290,996 

投資額の4％(地場企業2％)、新規雇

用者1人当たり30万円、企業立地促

進地区加算、特定集積業種操業加算

を助成 

固定資産税助成金 30,388 

事業用建物・償却資産の固定資産税

及び都市計画税相当分を3年間助成 

(初年度 100％、2 年目 80％、3 年目

60％) 

事業所税助成金 37,866 事業所税相当分を3年間助成 

オフィス等賃借助成金 40,750 

事業所の賃借費の1/2(上限100万円)

で24か月分（増設の場合：1/3(上限

50万円)で12か月分）を助成 

計 400,000  

 

・企業誘致事業                    4,880 

・県央地区企業立地促進事業              2,500 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                宮崎ハイテク工業団地（高岡町高浜） 

  

ＩＣＴ産業活性化 

事業 

 

観光商工部 

〈工業政策課〉 

 

経済力 

地方創生 

 

5,000  

(5,000) 

ＩＣＴ企業の新たな立地を促進するため、首都圏を中心としたＩＣＴ関連企

業の経営者等をターゲットに、本市の事業環境や人材等の魅力を直接ＰＲする

経営者等ツアーを実施します。 

また、人材育成を目的とした研修等を実施し、ＩＣＴ関連産業の活性化及び

雇用の増大を図ります。 

 

○主な事業内容 

  ・経営者等ツアー 

 ・ＩＣＴ企業マネージャー育成研修 

 ・ＩＣＴ企業連絡協議会(Miyazaki IT Plus)の広報活動等支援補助 
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重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

○新 

高度ＩＣＴ技術者 

雇用促進事業 

 

観光商工部 

〈工業政策課〉 

 

経済力 

地方創生 

 

11,600  
市内企業の事業拡大や新たな企業の立地を促進し、良質な雇用の場を創出す

るため、企業がエンジニアやプログラマー等の技術者を採用するための経費の

一部を助成します。 
 

○事業内容 
・紹介手数料補助 

人材紹介会社を通じて高度ＩＣＴ技術者を採用した場合、紹介手数料の 
1/2を助成。ただし、上限50万円 

・インターンシップ受入補助 
高度ＩＣＴ技術者である学生(留学生を含む)をインターンシップ受入後

に採用した場合、インターンシップに係る経費の 1/2 を助成。ただし、上

限10万円 
・家賃補助 

外国人技術者を採用した法人がその技術者の住宅を賃借する場合、その

家賃の1/2を助成。ただし、上限15,000円/月 

 

地域産業設備投資等

支援事業 

 

観光商工部 

〈工業政策課〉 

 

経済力 

地方創生 

 

100,000  

(100,000) 

産業界全体の経営安定と雇用促進を図るため、設備投資や新規雇用に係る費

用を助成し、本市の中核的企業といえる規模の事業所を支援します。併せて、

先進機械設備を導入する場合には助成金を増額します。 

 

○事業内容 

 ・設備投資等助成金 

   事業用建物等の増改築工事に係る費用及び建物の附帯設備又は機械、装 

  置及び備品等の購入費の1/2を助成。ただし、上限300万円 

 ・雇用促進奨励金 

   新規雇用し、引き続き6か月以上雇用された者1人当たり10万円を助成。

ただし、上限150万円 

 ・人材育成奨励金 

   社員育成の研修費用の1/2を助成。ただし、上限20万円 

 ・先進機械設備導入助成金等 

   先進機械設備の導入費用の1/2を助成。ただし、上限400万円 

   先進機械設備導入に伴う操作研修費用の1/2を助成。ただし、上限20   

万円 

 

倉岡ニュータウン 

業務用地分譲事業 

 

観光商工部 

〈工業政策課〉 

【宅地造成事業特会】 

 

171,005  

(126,648) 

 

住宅団地及び業務用地の複合型団地として開発を行った倉岡ニュータウンに

おいて積極的な企業誘致活動を展開するため、適切な管理等を行い、業務用地

の円滑な分譲を図ります。 

 
○倉岡ニュータウン業務用地の概要 
 ・分譲面積      61,448.22㎡ 

   うち分譲中面積  24,351.56㎡ 

   〈内訳〉有効面積 15,897.40㎡ 

       法面面積  8,454.16㎡ 
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